
令和７年５月１日現在の法令等に基づき制作しています。
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減価償却費

青色申告制度３

４ 電子帳簿等保存制度
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２

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

減価償却費

青色申告制度３

４ 電子帳簿等保存制度



青色申告の承認を受けている 青色申告※

※ 青色申告には、白色申告には認められない、
税金の計算における各種の特典があります。

上記以外 白色申告

主な特典

① 青色申告特別控除
② 青色事業専従者給与額の必要経費算入
③ 純損失の繰越し及び繰戻し

青色申告と白色申告

１ 白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

１



記帳・帳簿等の保存制度
事業所得等を生ずべき業務を行う全ての白色申告の方（所得税及び復興特別所得税の

申告の必要がない方も含みます。）は、収入金額や必要経費を記載すべき帳簿（法定帳
簿）を備え付けて、収入金額や必要経費に関する事項を記帳する必要があります。

また、収入金額や必要経費を記載した帳簿のほか、業務に関して任意で作成した帳簿
（任意帳簿）や業務に関して作成し、又は受領した請求書・領収書などの書類を保存す
る必要があります。

保存が必要なもの 保存期間※

帳簿
収入金額や必要経費を記載した帳簿（法定帳簿） ７年

業務に関して作成した上記以外の帳簿（任意帳簿） ５年

書類
決算に関して作成した棚卸表その他の書類

５年
業務に関して作成し、又は受領した請求書、納品書、送り状、領収書などの書類

※１ 保存期間は、帳簿についてはその閉鎖の日の属する年の翌年３月15日の翌日から７年間（又は５年間）、書類についてはその作成又は受領
の日の属する年の翌年３月15日の翌日から５年間となります。

２ 令和４年以降、前々年分の業務に係る雑所得の収入金額が300万円超の方は、その業務に係る現金預金取引等関係書類を５年間保存する
必要があります。

３ 消費税の課税事業者が仕入税額控除の要件として保存すべき請求書等や、適格請求書発行事業者（インボイス発行事業者）として交付した
適格請求書の写し及び提供した適格請求書に係る電磁的記録については、上記にかかわらず７年間保存する必要があります。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

２

１



記帳の内容等
所得金額が正確に計算できるよう、取引のうち、総収入金額及び必要経費に関する事項

について「整然と、かつ、明瞭に記録」しなければなりません。

区分 記載事項

売 上
・取引の年月日
・相手方の名称
・金額

雑収入等
・取引の年月日
・事由・相手方の名称
・金額

区分 記載事項

仕 入
・取引の年月日
・相手方の名称
・金額

経 費

給料賃金、外注工賃、減価償却費、貸倒金、地代家賃、
利子割引料及びその他の経費に区分して、それぞれの

・取引の年月日
・事由・支払先の名称
・金額

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

３

雑収入とは、空箱・作業くずなどの売却代金、仕入割引、リベート、取引先や使用人に対して事業上貸し付けた
貸付金の利子、使用人の寄宿舎の使用料、買掛金の免除益などの事業に伴って生ずる収入をいいます。

１

・ 軽減税率の対象となる売上げや仕入れ（経費）がある場合は、税率ごとに区分して記載
・ インボイス発行事業者以外の者（免税事業者等）からの仕入れ（経費）がある場合は、免税事業者等からの仕入れに係る

経過措置の適用を受ける課税仕入れである旨を記載

消費税の課税事業者の方



白色申告者の帳簿の様式例
帳簿の様式や種類については、特に定めはありませんが、個々の取引の実態に応じて

作成することが必要です。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

４

※ 帳簿の様式例は、国税庁ホームページにも掲載しています。

１



白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

５

１

（参考）「帳簿の記帳のしかた（事業所得者用）」（国税庁ホームページ掲載）



記帳のしかた【売上】
収入金額については、『売上』と『雑収入等』に区分して記載します。

①

〇 年
月 日

②

摘 要

③

売 上

④

雑収入等

【記載例】

１0 14
掛売上
東京商店 食料品 ※ 37,800

掛売上
埼玉商店 日用品 170,400

掛売上
茨木商店 飲料品 ※ 518,400

14日計 726,600

【売上】の内容では、取引の年月日、相手方の名称、
金額及び日々の売上の合計額を記載（軽減税率対象
品目の場合、取引の内容及び軽減税率の対象品目で
ある旨も記載）します。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

６

軽減税率の対象となる取引がある場合は、その「摘要」欄等に「※」などの記号を記載するとともに、
帳簿の欄外等に「※は軽減税率対象」などと記載します。

１

※は軽減税率対象



記帳のしかた【仕入・経費】
必要経費については、『仕入』と『経費』に区分して記載します。

①
〇 年
月 日

②

摘 要

⑤

仕 入

【記載例：仕入】

１0 21
現金仕入
静岡商店 食料品 ※ 89,640

現金仕入
山梨商店 日用品 ★ 100,000

189,64021日計

①

〇 年
月 日

②

摘 要
⑩

地代家賃

その他の経費

⑰
消耗品費

『経費』の内容では、「給料賃金」、「外注工賃」、
「減価償却費」、「貸倒金」、「地代家賃」、「利子
割引料」及び「その他の経費」に区分して、それぞれ
の取引の年月日、事由、支払先の名称及び金額を記載
（軽減税率対象品目の場合、取引の内容及び軽減税率
の対象品目である旨も記載）します。

【記載例：経費】

１0 23
包装紙代支払
千葉商店

納品書代支払
三重商店

10月分駐車場代
長野不動産

8,500

400

50,000

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

７

１

※は軽減税率対象、★はインボイス発行事業者以外の者からの仕入れ（80％控除対象）



簡易な方法による記載
事業所得等を有する白色申告の方については、簡易な方法による記載が認められています。

区 分 簡易な方法による記載

売 上

① 小売その他これに類するものを行う者（飲食店、理髪店など）の現金売上については、日々の合計金額のみを一括
記載することができる。

② 保存している納品書控・請求書控等によりその内容を確認できる取引については、日々の合計金額のみを一括記載
することができる。

③ 掛売上の取引で保存している納品書控・請求書控等によりその内容を確認できるものについては、日々の記載を省略し、
現実に代金を受け取った時に現金売上として記載することができる（ただし、年末に売掛金の残高を記載する。）。

④ 棚卸資産の家事消費等については、年末において、消費等をしたものの種類別にその合計金額を見積もり、合計金額
のみを一括記載することができる。

⑤ ①以外の業種であっても、少額な現金売上については、日々の合計金額のみを一括記載することができる。

雑収入等
① 少額な雑収入等については、その事由ごとに、日々の合計金額のみを一括記載することができる。
② 現実に入金した時に記載することができる（ただし、年末に雑収入等の未収額及び前受額を記載する。）。

仕 入

① 少額な現金仕入については日々の合計金額のみを一括記載することができる。
② 保存している納品書・請求書等によりその内容を確認できる取引については、日々の合計金額のみを一括記載すること

ができる。
③ 掛仕入の取引で保存している納品書・請求書等によりその内容を確認できるものについては、日々の記載を省略し、

現実に代金を支払った時に現金仕入として記載することができる（ただし、年末に買掛金の残高を記載する。）。

経 費
① 少額な費用については、その費用の項目ごとに、日々の合計金額のみを一括記載することができる。
② 現実に出金した時に記載することができる（ただし、年末における費用の未払額及び前払い額を記載する。）。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

８

１



記帳のしかた（簡易な方法）【売上】
保存している納品書控・請求書控等によりその内容を確認できる取引については、

日々の売上の合計金額を一括して記載することができます。

①

〇 年
月 日

②

摘 要

③

売 上

④

雑収入等

【記載例】

１0 14
掛売上
納品書 ＃22,23,24 726,600

※１ 「摘要」欄に納品書の番号を記載すると、内容の確認が容易となります。

※２ 掛売上の取引で納品書控・請求書控等によりその内容を確認できるものについては、上記のような
日々の記載を省略し、現実に代金を受け取った時に現金売上として記載することもできます（ただし、
年末に売掛金の残高を記載します。）

※３ 簡易な方法による記載の場合であっても、消費税の課税事業者で、軽減税率の対象品目となる取引が
ある場合は、消費税の確定申告の計算のため、税率ごとに区分して記載する必要があります。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

９

１



手書きで記帳を行うと大変な手間が掛かりますが、会計ソフトを利用すれば、
入力だけで簡単に記帳ができます！！

集計作業にかかる手間や書き損じも少なくなり効率的です。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

10

１

手書き 会計ソフト

入力

自動計算・集計



※スキャナーや
スマホで取込

従来の会計・記帳業務

（クラウド）会計ソフトの導入後

手作業で入力・修正 紙で保存

通帳

インターネット
バンキング

現金
（ＰＯＳ）

請求書等

リアルタイムで経理状況を確認
経営の見える化

現金

請求書等

インターネット上にデータ保存
紙での保存が不要に

データを自動で
取込・仕訳

会計ソフトの利用メリット

キャッシュレス
決済

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた１
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中小企業・小規模事業者等の皆様が導入する会計ソフト・
受発注ソフト・決済ソフト、PC・ハードウェア等の経費の
一部を補助することで、インボイス制度に対応した企業間
取引のデジタル化を推進することを目的としています。

ポイント

１

ポイント

２

ポイント

3

会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフトに加え、
保守サポートやマニュアル作成費用も補助！

PC等のハードウェアにかかる購入費用や
クラウド利用料も補助対象

（下限額なし）～50万円以下…中小企業は補助率3/4
小規模事業者は4/5

補助額50万円超～350万円…補助率2/3

令和６年度補正予算分

IT導入補助金のご紹介

IT導入補助金ＨP

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた１

12



帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

帳簿の保存義務がある方が、売上げに関する帳簿を作成・保存していない場合などに、
加算税の割合が加重される場合があります。
※ 令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する申告所得税・消費税について適用されます。

○ 対象となる事業者
・ 事業所得、不動産所得、山林所得を生ずべき業務を行う個人事業者
・ 消費税の課税事業者

○ 対象となる帳簿
・ 売上帳、現金出納帳などの売上げ（収入）の金額が確認できる帳簿
・ 仕訳帳、総勘定元帳の売上げ（収入）の金額に関する部分

※ 詳しくは、国税庁ホームページの「帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置に
関するQ＆A」をご覧ください。

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた１
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１

２

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

減価償却費

青色申告制度３

４ 電子帳簿等保存制度



事業などの業務のために用いられる建物や車両などの資産は、一般的には時の経過等に
よってその価値が減っていきます。このような資産を減価償却資産といいます。他方、
土地や骨とう品などのように時の経過により価値が減少しない資産は、減価償却資産では
ありません。

減価償却資産の取得に要した金額は、取得した時に全額必要経費になるのではなく、
その資産の使用可能期間の全期間にわたり分割して必要経費としていくべきものです。

減価償却とは、減価償却資産の取得に要した金額を一定の方法によって各年分の必要
経費として配分していく手続です。

減価償却資産

※ 減価償却費の取得費用（取得価額）には、建物、機械などの購入代金や建築費のほか、引取運賃、
購入手数料、運送保険料など、その資産を取得するために支払った費用が含まれます。

減価償却費

14

減価償却資産
の取得費用※

資産の使用可能期間に配分して必要経費

全額を取得した年の必要経費

２



減価償却費の計算方法

償却方法を届け出ていない場合は、原則、定額法（旧定額法）により計算。

・平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得した建物は、
「旧定額法」に限られます。

・平成19年４月１日以後に取得した建物は、「定額法」に限られます。

建物の計算方法（鉱業用減価償却資産を除く）

・平成28年４月１日以後に取得した建物の附属設備、構築物は、
「定額法」に限られます。

減価償却費

15

２

・平成19年４月１日以後に取得した減価償却資産は
「定額法」や「定率法」で計算。

・平成19年３月31日以前に取得した減価償却資産は
「旧定額法」や「旧定率法」で計算。



個々の減価償却資産の耐用年数や償却率などは、

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」で定められています。

（参考） 「白色申告者の決算の手引き（一般用）」（国税庁ホームページ掲載）

耐用年数と償却率

減価償却費

16

２



定額法の算式：定額法の償却限度額 ＝ 取得価額 × 定額法の償却率（注）

計算例： 取得価額 100万円 耐用年数８年 償却率0.125

（注）定額法の償却率は耐用年数省令別表第八に規定されています。

経過年数 償却費（償却限度額） 償却累計額 未償却残高

１年 1,000,000×0.125×12/12＝125,000 125,000 875,000

２年 〃 ＝125,000 250,000 750,000

３年 〃 ＝125,000 375,000 625,000

４年 〃 ＝125,000 500,000 500,000

５年 〃 ＝125,000 625,000 375,000

６年 〃 ＝125,000 750,000 250,000

７年 〃 ＝125,000 875,000 125,000

８年 1,000,000×0.125×12/12＝124,999 ※ 999,999 1

※ ８年目における計算上の償却限度額は125,000円ですが、残存価額として１円（備忘価額）を残す必要がありますので、
結果として実際の減価償却費は124,999円になります。

定額法の計算

減価償却費

17

２



経過年数 償却費（償却限度額） 償却累計額 未償却残高

１年 （1,000,000－0）×0.250×12/12＝250,000 250,000 750,000

２年 （1,000,000－250,000）×0.250×12/12＝187,500 437,500 562,500

３年 （1,000,000－437,500）×0.250×12/12＝140,625 578,125 421,875

４年 （1,000,000－578,125）×0.250×12/12＝105,469 683,594 316,406

５年 （1,000,000－683,594）×0.250×12/12＝79,102 762,696 237,304

６年
（1,000,000－762,696）×0.250×12/12＝59,326  ＜ 償却保証額79,090
→ 237,304×0.334×12/12＝79,260

841,956 158,044

７年 237,304×0.334×12/12＝79,260 921,216 78,784

８年 237,304×0.334×12/12＝79,260 ＞ 未償却残高78,784 →  78,783 ※ 999,999 1

※ ８年目における計算上の減価償却費は79,260円ですが、期首の未償却残高が78,784円であるため、結果として実際の減価償却費は未償却
残高から残存価額の１円（備忘価額）を差し引いた78,783円になります。

減価償却費

算式１：定率法の償却限度額 ＝（取得価額 － 償却累計額）× 定率法の償却率

算式２（調整前償却額が償却保証額に満たない場合）： 改定取得価額 × 改定償却率

計算例 ：（平成24年４月１日以降）取得価額100万円 耐用年数８年 償却率0.250

改定償却率0.334 保証率0.07909（償却保証額79,090円）
（注）定率法の償却率は耐用年数省令別表第九、第十に規定されています。

定率法の計算

18

２



１

２

白色申告者の帳簿とその記帳のしかた

減価償却費

青色申告制度３

４ 電子帳簿等保存制度



青色申告制度とは
青色申告とは、日々の取引を所定の帳簿に記帳し、その帳簿に基づいて所得金額や

税額を正しく計算し申告することで、所得計算などについて有利な取扱いが受けられ
る制度です。

青色申告をする方は、税金の面でいろいろな特典を受けることができます。

青色申告の手続

これから青色申告を始める方は、青色申告を始めようとする年の３月15日まで
（その年の１月16日以後に新たに事業を始めた場合は、開業の日から２か月以内）
に、所轄税務署長に「所得税の青色申告承認申請書」を提出してください。

なお、青色申告をすることができる方は、事業所得、不動産所得又は山林所得の
ある方です。

※ その年の前々年分の事業所得の金額及び不動産所得の金額（青色事業専従者給与の額を必要経費に算入しないで
計算した金額）の合計額が300万円以下の方は、一定の届出を行うことで、現金主義による所得計算の特例を適用
することができます。

青色申告制度３
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青色申告制度の主な特典

所得金額から一定の金額（最高55万円）を控除できる制度

（注）55万円の控除の要件に加えて、e-Taxによる申告（電子申告）又は訂正削除履歴の確保などの一定の要件を満たした
電子帳簿（優良な電子帳簿）を保存・備え付けている方は、最高65万円を控除することができます。

① 青色申告特別控除

事業主と生計を一にしている配偶者や15歳以上の親族で、その事業に専ら従事している人に

支払う給与について、相当であると認められる金額を必要経費に算入することができる制度

② 青色事業専従者給与額の必要経費算入

事業から生じた純損失の金額を翌年以後３年間にわたって、順次各年分の所得金額から差し

引くことができる制度【純損失の繰越し】
前年も青色申告をしている方は、純損失の繰越しに代えて、その損失額を前年分の所得金額

に繰り戻して控除し、前年分の所得税額の還付を受けることができる制度【純損失の繰戻し】

（注）特定非常災害により損失が生じた場合は、一定の純損失の金額の繰越期間が５年になります。

③ 純損失の繰越し及び繰戻し

青色申告制度３
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電子帳簿等保存制度６
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税法上保存が必要な帳簿書類を、紙ではなく、電子データで保存することに関する
制度です。

電子帳簿等保存制度は、次の３つの制度に区分されます。
詳しくは、国税庁ホームページの「電子帳簿等保存制度特設サイト」をご覧ください。

① 電子取引データ保存
申告所得税に関して帳簿書類の保存義務がある全ての方は、請求書や領収書

などの情報を紙ではなく電子データでやりとりした場合には、電子データのまま
保存しなければなりません。

② 電子帳簿等保存
ご自身で最初から一貫してパソコン等で作成している帳簿書類を電子データの

ままで保存できます。

③ スキャナ保存
紙でやりとりした書類を紙で保存する代わりに、スキャナで読み取った電子

データで保存できます。

※ 記録の改ざんなどを防止するため、①～③の保存を行うためには一定の要件に従う必要があります。

電子帳簿等保存制度



電子帳簿等保存制度についてより詳しくお知りになりたい方へ

○ 市販のソフトウェア等に関する要件適合性の確認方法
（JIIMA認証）

○国税庁HP

※ 電子帳簿保存法の保存等の要件には、事務手続関係書類の備付けに関する事項等、機能

に関する事項以外の要件もあり、それらを含め全ての要件を満たす必要がありますのでご注意く

ださい。

○JIIMA認証された会計ソフトの導入をご検討ください

JIIMAが認証した会計ソフトは、電子帳簿保存法の機能要件
を満たしており、安心してご利用いただけます。
JIIMA認証された会計ソフトの一覧表は、国税庁ホームペー
ジやJIIMAホームページに掲載されていますので参考にして
ください。

電子帳簿等保存制度６
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早期還付
（３週間程度で還付）24時間利用可能

※メンテナンス時間を除きます

自宅から
申告可能

添付書類

提出不要

※一部の書類を除きます

確定
申告

申告書が

データで取得可能

e-Taxの５つのメリット

書面提出の場合は
１か月～１か月半程度で還付

自宅からマイナンバーカードでe-Tax！

「確定申告書等作成コーナー」なら、画面の案内に沿って入力するだけで、申告書・

収支内訳書書等の作成ができます。

また、マイナンバーカードを使って、ご自宅からe-Taxで送信（提出）できます。

さらに、自動計算だから、計算誤りがありません。

⚠ マイナンバーカード及び電子証明書の有効期限にご注意ください！

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」から

申告書の作成・送信ができます！
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国税庁課税部個人課税課




